
 

 

ビジネスレジスター統計に係る基本的な考え方について（案） 

 

Ⅰ．ビジネスレジスター統計について 

 

１．ビジネスレジスター統計作成の目的 

  ビジネスレジスターにおいて、毎年度、経済センサスの調査票情報を基礎

として、各種行政記録情報及び統計調査結果等により最新の母集団情報であ

る「年次フレーム」を整備することとなる。そこで、経済センサス間をつな

ぐ統計として、年次フレームの年次情報を活用した統計「ビジネスレジスタ

ー統計」を作成し、我が国の事業所及び企業の経済活動の状態を毎年度把握

する。 

 

 

２．作成方針 

  ビジネスレジスター統計は、次の方針で作成する。 

 

（１）統計の種類 

 ・ビジネスパターン： 

   地域別・産業別の事業所・企業数、従業者数、売上高等の統計 

 ・ビジネスデモグラフィー： 

   事業所・企業の異動状況、産業の成長・衰退に着目した統計 

 ・フレーム集計 

   ビジネスパターン及びビジネスデモグラフィーに先立ち、母集団の全体

像を把握するために早期に作成する簡易な統計 

 

（２）ビジネスパターンの作成について 

（統計表の内容） 

 ① 作成する統計表は、経済センサス間をつなぐ統計として作成することに

鑑み、経済センサスで作成する結果表の内容を基本とする。さらに、②の

とおり年次フレーム提供後速やかに作成することを踏まえ、海外での事例

も参考とし、作成する結果表は、経済センサスの結果表のうち基礎的な表

に限ったものとするとともに、当該結果表の内容より分類項目を減らし簡

略化する。 

 

 

資料 ２ 
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（公表時期） 

② 母集団情報の基礎的情報を紹介する性格も持つことから、年次フレーム提

供開始後速やかに作成する。 

 

（経済センサス実施年の取扱い） 

 ③ 経済センサス実施年について、センサス調査日と年次フレームの基準日

が同じ場合は作成しない。 

  ※ 前年の年次フレームからの異動状況等に係る統計（ビジネスデモグラ

フィー）は作成する。 
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Ⅱ．平成 24年次フレームを活用したビジネスレジスター統計の作成方針 

 

 平成 24年次フレームを活用して作成するビジネスレジスター統計は、平成 24

年活動調査の速報結果を用いて作成された年次フレーム速報版では、「フレーム

集計」として、母集団のカウントリストとなる程度の簡易な表を作成する。ま

た、確報結果により年次フレームが更新された際に、「ビジネスパターン」とし

て、事業所、企業等についてそれぞれ全国、都道府県、市区町村別に集計した

統計表を作成する。 

 フレーム集計については、年次フレームの母集団情報を紹介するものとして、

年次フレーム利用者向けに作成するものとし、ビジネスパターンは、平成 24年

７月１日時点の事業所及び企業の状況として、公表することとする。 

 

１．作成時期 

 ① フレーム集計  ：平成 25年７月上旬 

 ② ビジネスパターン：平成 25年度中 

  ※ 年次フレーム提供時期 

・速報版：平成 25年６月末 

   ・確報版：平成 25年中 

 

２．集計事項 

 ① フレーム集計  ：事業所に関する集計：２表 

企業等に関する集計：１表 

 ② ビジネスパターン：事業所に関する集計：４表 

企業等に関する集計：４表 

 

３．公表の有無 

 ① フレーム集計  ：年次フレーム利用者に提供 

 ② ビジネスパターン：公表 

  ※ 公表に当たっては、平成 24年活動調査の公表時期などにも配慮して行う必要がある。 

 

４．その他集計上の取扱い 

 ・ 事業所に関する集計では、事業内容等不詳の事業所の取扱いに留意する

必要がある。 

  ※ 経済センサスのデータにおける事業内容等不詳の事業所のほか、行政

記録情報による照会結果等からも事業内容不詳となるデータが発生する。 

・ 企業等に関する集計は、会社企業のほか、会社以外の法人及び個人経営を

加えたものを対象として、単独事業所及び本所事業所のデータを用いて集計

する。 
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Ⅲ．平成 25年次フレーム以降のビジネスレジスター統計の作成に向けて 

 

 次回以降の年次フレームを活用して作成するビジネスレジスター統計に向け

た課題として、以下のようなものがある。 

 

・前回年次フレーム時点からの異動状況（追加登録、廃業確認の状況） 

・経理項目に係る集計 

・企業グループに係る集計  など 
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平成24年次フレームを活用したビジネスレジスター統計集計事項一覧（案）

１.　事業所に関する集計 ２.　企業等に関する集計

結果表番号 結果表番号
フレーム

集計

第 第 第 第 第 第 第 第 第 第 第

1 2 1 2 3 4 1 1 2 3 4

表 表 表 表 表 表 　集計事項等 表 表 表 表 表
　 　

全事業所 ○1) ○1) 全企業等 ○

うち民営 ○ ○ ○ ○ 集計対象 うち会社企業 ○ ○ ○

全国 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

都道府県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 〇 〇 ○ 〇 ○

市区町村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

産業分類 大 大 大 中 中 ○ ○ ○

経営組織 ⑤ 大 大 中 中

従業者規模 ⑧ ② ② ②

常用雇用者規模 ⑥ ③ ③

本所・支所の別 ③ ⑪

追加登録・廃業確認 ○ ⑨

事業所数 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ⑩

従業者数 ○ ○ ○ ○ ○ 集計事項 〇 〇 ○ 〇 ○

第 第 第 第 第 第 第 第

11,15 15 19 34 11 1 1 11

表 表 表 表 表 表 表 表

注）　○印の中の数字は区分数を示す。 ○印の中の数字は区分数を示す。
　1)　事業内容等不詳を含む。

複数事業所企業

ビジネスパターン

集計対象

フレーム集計

分類事項

分類事項

　集計事項等

地域区分

平成21年基礎調査確報結果表番号 平成21年基礎調査確報結果表番号

ビジネスパターン

地域区分

全国

都道府県

市区町村

企業産業分類

企業類型

経営組織

企業常用雇用者規模

支所数規模（総数及び国内のみ）

集計事項
資本金階級

企業数
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